
新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応支援金
（委託を受けて個人で仕事をする方向け）

申請書の記載漏れや証拠書類の添付漏れ等
があった場合は、受付センターから申請書等
を返送させていただくこととなっています。

支援金を速やかに受給していただくために
も、正しく申請を行っていただくことが重要
です。

そのため、申請書等を返送させていただく
もので、よくある例をお示しさせていただき
ます。 ＜020６04＞

よくある不備の例



Ⅰ 添付書類漏れ

特に漏れが多いもの

振込口座（通帳又はキャッシュカード）の写し

業務委託契約書等
又は

業務委託契約等契約申立書
（様式第３号）

個人の事業主のもとで働く事業の専従者（同居の親族）
であって、業務委託契約書がない場合、
様式第３号に加えて、
青色事業専従者給与に関する届出書の写し
又は

確定申告書Bの第１表及び第2表の写し
も必要です。

①契約締結日
②発注者名
③支援対象者名
④業務内容
⑤業務遂行（予定）場所
⑥業務遂行（予定）日時
⑦報酬（算出方法）

どちらの場合でも、
①～⑦の全てが記載されている
ことが必要
（契約書だけでは項目不足の
場合は様式第３号を追加）



Ⅱ 記載漏れ・記載誤り

特に多いもの

これまでの申請では、
１及び２の内容をチェック
する欄のチェック漏れが
多かったため、新様式では
わかりやすくするために、
欄を大きくしました。

チェック漏れ
に要注意

✔

✔



Ⅱ 記載漏れ・記載誤り

特に多いもの

（未記入だと支給対象日が特定できません）

未記入に要注意

夏休みを挟んだ期間（例：７月下旬～８月末など）
が申請対象に含まれる場合は、必ずこの欄に夏休み
期間を記入してください。

これまでの申請では、春休みの
期間がわからず、支給対象日が
特定できないものが多かった
ため、新様式では春休み期間、
夏休み期間を記載していただく
ように変更しました。



 （別添様式第３号） 

 

令和２年５月１日 

 

厚生労働省雇用環境・均等局長 殿 

 

東京都町田市本牧１－２－３ 

株式会社厚生労働データサービス  

０３－１２３４－５６７８ 

 

神奈川県横浜市都筑区 

日比谷１－２－３  

                      労働 咲江 

 

新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応支援金（委託を

受けて個人で仕事をする方向け）業務委託契約等契約申立書 

 

 

 株式会社厚生労働データサービスと労働咲江は、令和２年２月１０日に

締結した次の業務委託契約等について、子・労働花子が通っている小学校等

が新型コロナウイルス感染症に関する対応として臨時休業（学校保健安全法

（昭和 33 年法律第 56 号）第 20 条）又はこれに準ずる措置を講じたこと又

は、子・労働花子がコロナウイルス感染症に感染または感染のおそれがある

として小学校等から登校等の自粛を求められたことから、子どもの世話を 

行うために、令和２年２月１０日に締結した業務委託契約等に基づく仕事を

令和２年３月１日に取りやめたことを申し立てます。 

 なお、本申し立てに偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄等刑法（明

治 40 年法律第 45 号）各本条に触れる行為のほか、刑法上犯罪を構成するに

至らない場合であっても、故意に支給申請書に虚偽の記載を行い又は偽りの

証明を行うこと）を行った場合は、当該不正な受給を行った日の翌日から納

付の日まで、年３分の割合で算定した延滞金及び当該返還を求めた額の２割

に相当する額の合計額を支払うものとします。 

 

記 

 

１ 業務内容：アンケート結果のデータ入力作業 

２ 業務遂行（予定）場所：神奈川県横浜市都筑区日比谷４－５－６ 

３ 業務遂行（予定）日時：令和２年３月２日から３月１９日 

４ 報酬（具体的な算出方法）：アンケート 4,000 件を入力して３万円 

労
働 

株式会社 

厚生労働 

データサ

ービス 

Ⅱ 記載漏れ・記載誤り

特に多いもの
発注者と申請者
が同一世帯の
場合は、

青色事業専従者
給与に関する
届出書の写し
又は
確定申告書Bの
第１表及び第2表
の写し
も必要です。

業務委託契約等
の締結日は学校
休業等の開始日
よりも前の日で
なくてはいけま
せん。

ここに書くのは、業務
を行う予定であった
日ではなく、「業務を
取りやめた（行わない
と決まった）日」になり
ます。

そのため、下記３の
「業務遂行（予定）日
時」よりも前の日付に
ならなくてはいけませ
ん。

業務遂行（予定）日時
はこちら １～４の全ての

項目を省略せず
に記載する必要
があります。


